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月より、世界投資報告書と並行して、おおよそ年

～ 回の頻度で、各国の投資に関する政策の動向を報

告する投資政策監視報告書（

）を発行している（最新版は 年 月公表

）。

内容としては、世界投資報告書の第 章（最近の政

策の進展）をさらに詳細化したものとなっており、国

別に調査期間中の投資に関する政策措置がまとめられ

ている。国別の政策・措置は つの類型（①投資の参

入、②投資家の待遇、③投資促進、④投資維持・送金）

に分類され、各措置の具体的内容とその情報源が一覧

化されている。評価に関しては、世界投資報告書と同

様、全体の傾向を紹介するに留めている。

本報告書は 加盟国を対象としているが、こ

のうち、 諸国の措置に関する情報は共同モニタリ

ングレポートに転用される。

（２）経済協力開発機構（ ）

による投資に係る国際取決めの策定について

は、第Ⅲ部第 章（投資）を参照 。

① 投資の自由化プロセス

では、投資委員会における政府間フォーラムと

して、投資の自由化プロセス（

）が 年より実施されている。本フォーラ

ムでは、ブラジル、中国、インド、ロシア、南アフリ

カなど 非加盟国を含む カ国の政府代表が集ま

り、投資政策に関する意見交換を行っている。年 回

程度開催され、 年 月までに 回フォーラムが

開催された。

本フォーラムは、①投資に関する標準の策定とガイ

ドラインの発展、②投資政策の監視、③調査研究をそ

の目的としており、このうち、投資政策に関する監視

については、毎回のフォーラムでいくつかの対象国が

選定され、事務局が作成した報告書（投資政策報告書）

（後述）に基づいて加盟国による議論が行われる。フ

ォーラムでは、報告書で取り上げられた自国の投資関

連措置について、審査対象国から説明が行われる。

に関しては、第Ⅱ部第 章（補助金・相殺措置）では 補助金協定と 輸出信用ガイドラインの関係について、第Ⅱ部第 章（一方

的措置）では競争法の執行面での国際協力に関する 理事会勧告について、第Ⅲ部第 章（電子商取引）では電子商取引に関する ガイド

ラインについて記述している。

②投資政策報告書（

）

投資の自由化プロセスで収集した情報は投資政策

報告書（ ）として

発行され、このうち に関する情報は 、

との共同モニタリングレポートでも報告されている。

投資政策報告書の発行頻度は半年に 回程度であり、

年 月の第 回報告から、 年 月の第

回報告まで行われている 。内容は、投資の自由化プロ

セスに参加する カ国の投資政策について、国別に、

投資政策・措置（ ）、国

家の安全保障に関連する投資措置（

）、その他

（ ）の つに分類して、具体的な

措置内容と情報源を記載している。ただし、報告書中

では導入された政策の評価は一切行われていない。

（３）その他（ 、世銀）

は国際通貨体制の安定性維持のため、加盟国の

経済・金融政策のモニタリングを行っている。サーベ

イランス（政策監視）と呼ばれるこの監視活動では、

のエコノミストが加盟国を訪問し、加盟国政府や

中央銀行と為替レートや金融・財政政策を中心に協議

を行い、結果を理事会に報告する。貿易政策に関して

は、国際通貨体制の安定に関連する貿易収支といった

マクロの動向に影響を与えるかどうかが検討されるが、

あくまで、国際通貨体制の安定性維持という目的に必

要な限りにおいてのみ取り上げられ、貿易政策自体の

監視や審査を目的としたものではない。

また、世銀では、貿易政策に関する調査として、貿

易の障害となる情報の収集を行っている。具体的には、

年代半ば以降の各国のアンチ・ダンピング税やセ

ーフガード措置など貿易救済措置に関する情報をデー

タベース化した

を作成している。
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競争法は、米国で 年に導入されて以降、自由主

義市場経済の世界的な広がりの中で、特に 年以

降、多くの途上国でも導入されるようになった。

年時点では既に を超える国及び地域で競争法が導

入されていると言われている。

競争法の問題は、本来は、各国競争法上の規律、な

いし一般的に共有されている競争法・競争政策の論理

の下で処理されるべきものであり、直接的には 協

定との整合性に係るものではないが、状況によっては

競争政策の名の下に公平な審査、調査を志向しながら

も、実際の適用の際には、例えば国内産業保護を目的

とした判断がなされているのではないかとの懸念を生

じさせる場合もありうる。ルール志向の観点からは、

このように、競争政策の名を借りて、 協定その他

国際ルールに違反して自国産業を保護する措置が取ら

れていないかを注視する必要がある。

１．域外適用をめぐる議論と国際協調

（１）国家法の域外適用（立法管轄権

の行使）と効果理論

通常、一国の法律は、その国の領土内において適用

され、その効力は外国に及ばないというのが原則（い

わゆる「属地主義」）である。属地主義の考え方は、

原則としては、各国競争法（反トラスト法、独占禁止

法等）にもあてはまる。しかし、経済活動のグローバ

リゼーションの進展により、外国で行われた行為が自

国市場に重大な影響を及ぼす場合が増加してきたこと

を受けて、厳格に属地主義を適用するだけでは、競争

法による効果的な規制が必ずしも実現できないとされ

るようになった。

そうした状況を踏まえ、従来から、外国で行われた

行為であっても自国の市場に競争制限的効果が及ぶ場

合（例えば、自国が輸入している製品について輸出国

側の企業が価格カルテルを行っている場合）に、当該

平成 年 月 日公正取引委員会事務総長定例会見（ ）。

効果理論をめぐる国際的な議論の詳細等については、 年版 、 頁参照。我が国においても、「効果理論」に基づく競争法の域外適用につ

いて、「外国企業が日本国内に物品を輸出するなどの活動を行っており、その活動が我が国独占禁止法違反を構成するに足る行為に該当すれば、独

占禁止法に違反して、規制の対象となると考えられる。」として「効果理論」を認めているとされている（公正取引委員会の独占禁止法渉外問題研

究会報告書（ 年））。

行為に対して自国の競争法を適用することが一定程度

行われてきている。例えば、カルテル行為が国際的に

禁止すべき行為である点については多くの国の間で一

致が見られることもあり、国際カルテルによって自国

の市場において影響を受けた国が自国の競争法を適用

することは、米国、欧州のみならず、新興国を含む多

くの国において、幅広く行われるようになっている。

かかる実務の背景には、米国をはじめ 諸国を含

めた少なからぬ国（とりわけ 諸国）が採用してい

るといわれ、日本も認めているとされる「効果理論」

の考え方がある。例えば、米国では、判例上、米国外

で行われた行為であっても、米国に効果を与える意図

をもってなされ、かつ実質的に効果を与える行為につ

いて米国反トラスト法の適用を認める原則を確立させ

ている。

競争法の域外適用は、上述した「効果理論」の考え

方に拠って、国外で行われた行為が、国内市場の競争
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より調査を開始する等の外国競争当局の事例もあり、

執行管轄権についての問題が浮上してきている。

こうした問題を避けるために、外国事業者に対して

調査を行う場合、後述する協力協定の活用により当該

事業者が存する国の競争当局への協力を仰ぐほか、自

国内に存在する子会社や支店、代理人等を名宛人とす

る等の方法がとられることがある。しかし子会社及び

支店については、そもそも対象となる外国事業者を代

理する権限があるのかどうか疑問がある。

（３）問題点に対する対応

立法管轄権、執行管轄権の行使は、いずれについて

も、「効果理論」の考え方に基づく競争法の域外適用

に関する国際的なコンセンサスの範囲を超える場合に

は、競争法の「過度な」域外適用に当たるというべき

ものである。そして、「過度な」域外適用は、問題の

解決につながるよりむしろ相手国との間により深刻な

紛争を惹起する可能性が高い。

米国の反トラスト法の域外適用の例でみると、我が

国は、 年の米国の輸出を制限する海外の行為をも

反トラスト法の規制対象とする米国司法省の方針変更

に対し、「国際法上許容されない米国内法の域外適用

にあたるとの立場」から遺憾の意を表明するとともに、

運用面における慎重な対応を要請している 。その他、

個別事案の裁判において、政府としてアミカスブリー

フを提出し、米国の反トラスト法の域外適用に関する

米司法省の主張は国際法上許容されないとする立場を

表明する等の対応をとっている。

今後も、競争法の「過度な」域外適用を行おうとす

る相手国に対しては、一方的に自国法を域外適用する

ことを慎むよう積極的かつ継続的に主張していくとと

もに、競争法違反行為の防止・排除のために、多国間

協力又は二国間協力を進めていくことが重要である。

なお、英国、豪州等においては、主として米国の反ト

ラスト法の域外適用を念頭に置いて、域外適用国の判

決の承認・執行を拒否することを内容とする対抗立法

が制定されている（対抗立法には、外国政府又は裁判

所からの文書提出命令等に従うことを禁じ得ること等

も含まれている）。

２．国際協調を通じた「域外適用」への謙抑への期待

（１）「国際礼譲」と域外適用

競争法等の国内法を域外適用することによって生

じる管轄権の抵触を巡る国際紛争を防止するため、従

来から「国際礼譲」が考慮されている。国家法の域外

適用の局面で「国際礼譲」を考慮するというのは、相

手国で行われた行為に対して、自国法を域外適用する

ための管轄権があるにもかかわらず、国際関係上の配

慮に基づき相手国に一定の敬意を払って、自国の管轄

権の行使を抑制するという（特に英米において伝統的

な）考え方である。

競争法の域外適用によって生じる管轄権の重複な

いし抵触の問題については、競争法の執行面での国際

在外会社に対する送達手続等については 年版 頁参照。

感熱紙カルテル事件（ 年）、 年 月の連邦最高裁判所の判決、ビタミン剤カルテル訴訟（ 年）等での日本政府の意見書については、

年版 、 頁を参照。

国際礼譲の原則自体は、個別の条約、又は条約上の共助枠組みにおいてそれが採用されれば別であるが、積極的礼譲も消極的礼譲も国際法上の義

務ではなく各国の政策問題であり、二国間で特に合意されていない限り、国際礼譲を払わないことがあっても、道義上や政治上の非難を受けること

はあっても法的な責任は生じない。

例えば、多国間の取り決めとして、通報・協議手続制度の活用が明記された「国際通商に影響を及ぼす反競争的慣行についての加盟国間の協力に

関する 理事会勧告」（ 年、 年、 年改訂）がある。

「ハードコアカルテルに対する効果的な措置に関する 理事会勧告」（ 年 月採択）

協力と同時に、競争法そのもののハーモナイゼーショ

ンを図ることが問題解決にあたって重要である。

（２）競争法の執行面での国際協力

競争法の執行面での国際協力については、 年代

から多国間又は二国間で、通報・情報提供等の協力に

関する取決めがなされてきた 。その他、競争法の執行

に関する国際協力の合意としては、ハードコアカルテ

ルを禁止する各国の法律の収斂を進めることとあわせ

て、執行における国際協力と礼譲を定めた 理事

会勧告 や、国際的な企業結合の審査における当局間
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に直接かつ実質的な効果をもたらす場合等に限り、行

うことが可能であると考えられる。しかし、国外で行

われた行為が、国内市場の競争に直接的かつ実質的な

効果をもたらさない場合（例えば、輸入国側で行われ

ている輸入カルテルによって、輸出国側の「輸出者の

利益」が害されている場合）にも、競争法の域外適用

を行うことは、国際的に許容される範囲を超え得るも

のであることに留意すべきである。このような場合で

は、輸出国側の「輸出者の利益」を云々する以前に、

当該行為によって、輸入国側の国内市場の競争が損な

われていると考えられるので、当該輸入国の競争法の

問題と考えることが適当である。

米国は、 年に米国議会が （外国取引反ト

ラ ス ト 改 善 法 ） （

）という域外適用（立法管轄権）に

関する法律を制定したものの、米国の輸出者の利益を

害する国外の反競争的行為であっても、米国の消費者

に直接影響を与えないかぎり、反トラスト法の執行を

行わない方針を一旦は示したが、 年に方針転換し、

自国の輸出を制限する領域外での行為について「効果

理論」の解釈を拡大し、領域内市場に実質的効果を及

ぼすかどうかにかかわらず、「領域内の輸出者に悪影

響を与えている」として、競争法（反トラスト法）の

適用を行う方針を発表し、その後も維持している。こ

れらの点について、経済がグローバル化するとともに、

部品の製造拠点、最終製品の組み立て工場、最終製品

の販売拠点が世界中へと広がっており、また、汎用製

品を中心に各地域の価格の連動性はますます高まって

いるという事情をふまえ、米国において、ポタシュ国

際カルテル訴訟における第 巡回区控訴審大法廷判決

年 、 国際カルテル訴訟における各判決

等、裁判例を中心に効果理論の注目すべき展開がみら

れる。このように、自国の輸出を実質的に制限する国

外での行為に対して、自国の輸出者に効果を与えてい

るとして、自国の競争法を域外適用していく米国の方

針は、国際的にコンセンサスのある「効果理論」の考

え方の枠を超え、他の国には例がないものである。

こうした状況の中、厳密な意味での域外適用の事案

にあたるかどうかはともかく、実務上も、我が国の公

米国における域外適用をめぐる経緯は 年版 ページ参照。

詳細については 年版 頁参照。

例として、エヌエックスピー・セミコンダクターズ・エヌブイとフリースケール・セミコンダクターズ・リミテッドの統合 平成 年 、ジンマー

とバイオメットの統合 平成 年 、 とサイマーの統合 平成 年 等。

例えば、公取委による 年 月 日付ワン・ブルー・エルエルシーに対する独占禁止法違反事件の処理についての公表、 年 月 日付

アマゾン・サービシズ・インターナショナル・インクからの電子書籍関連契約に関する報告についての公表等。

取委が、独占禁止法違反の事件として、外国事業者に

対して排除措置命令等を行った事例は、多数存在して

いる（具体的な事例については 年版 ページ

参照）。また、後述するとおり、公取委が外国企業同

士の （いわゆるオフショアの案件）について企業

結合審査を行う事例は頻繁にみられるところであり、

そのうち、外国企業が、問題解消措置として具体的な

措置をとることを前提として認可をする事例 もある。

また、不公正な取引方法等の単独行為についても、海

外当局における同種の調査に歩調を合わせた事件処理

を行い、公取委として外国企業への命令を出し得るこ

とを前提にした調査を行う場合も出てきている。

（２）「執行管轄権」の限界による実

質的な域外適用の制約

上記にあるように、「効果理論」に基づく競争法の

域外適用に関する国際的なコンセンサスはできつつあ

るものの、競争当局者が競争法を外国に所在する事業

者（外国事業者）に対して直接的に執行することが、

国際的に許容されているわけでない点に留意すべきで

ある。国家管轄権の中に、「法の定立（とその適用）」

の側面を有する「立法管轄権」と「国境を越えた公権

力の行使」の側面を有する「執行管轄権」とは別であ

る。上記で述べてきた効果理論の考え方は立法管轄権

の根拠であって、外国事業者に対して執行管轄権を行

使できるか否かとは別の問題である。

「他国の領域内において、その国の政府の同意を得

ずに公権力の行使にあたる行為を行ってはならない。」

という一般国際法上の基本原則に基づき、 国が 国

内の企業を対象として 国の法律を適用する際に、当

該企業に対する排除措置、罰金徴収等の強制措置を

国政府の同意を得ずに 国内で実施することはもとよ

り国際法違反であるし、そのような強制措置に関する

手続の一環として 国内の当該企業に対してのコンタ

クトを行うことも、上記基本原則に違反する「公権力

の行使」にあたるおそれがある。

特に近年、競争法の執行にあたり、外国事業者やそ

の担当者にファックスやメールを突然送信し、それに
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より調査を開始する等の外国競争当局の事例もあり、

執行管轄権についての問題が浮上してきている。

こうした問題を避けるために、外国事業者に対して

調査を行う場合、後述する協力協定の活用により当該

事業者が存する国の競争当局への協力を仰ぐほか、自

国内に存在する子会社や支店、代理人等を名宛人とす

る等の方法がとられることがある。しかし子会社及び

支店については、そもそも対象となる外国事業者を代

理する権限があるのかどうか疑問がある。

（３）問題点に対する対応

立法管轄権、執行管轄権の行使は、いずれについて

も、「効果理論」の考え方に基づく競争法の域外適用

に関する国際的なコンセンサスの範囲を超える場合に

は、競争法の「過度な」域外適用に当たるというべき

ものである。そして、「過度な」域外適用は、問題の

解決につながるよりむしろ相手国との間により深刻な

紛争を惹起する可能性が高い。

米国の反トラスト法の域外適用の例でみると、我が

国は、 年の米国の輸出を制限する海外の行為をも

反トラスト法の規制対象とする米国司法省の方針変更

に対し、「国際法上許容されない米国内法の域外適用

にあたるとの立場」から遺憾の意を表明するとともに、

運用面における慎重な対応を要請している 。その他、

個別事案の裁判において、政府としてアミカスブリー

フを提出し、米国の反トラスト法の域外適用に関する

米司法省の主張は国際法上許容されないとする立場を

表明する等の対応をとっている。

今後も、競争法の「過度な」域外適用を行おうとす

る相手国に対しては、一方的に自国法を域外適用する

ことを慎むよう積極的かつ継続的に主張していくとと

もに、競争法違反行為の防止・排除のために、多国間

協力又は二国間協力を進めていくことが重要である。

なお、英国、豪州等においては、主として米国の反ト

ラスト法の域外適用を念頭に置いて、域外適用国の判

決の承認・執行を拒否することを内容とする対抗立法

が制定されている（対抗立法には、外国政府又は裁判

所からの文書提出命令等に従うことを禁じ得ること等

も含まれている）。

２．国際協調を通じた「域外適用」への謙抑への期待

（１）「国際礼譲」と域外適用

競争法等の国内法を域外適用することによって生

じる管轄権の抵触を巡る国際紛争を防止するため、従

来から「国際礼譲」が考慮されている。国家法の域外

適用の局面で「国際礼譲」を考慮するというのは、相

手国で行われた行為に対して、自国法を域外適用する

ための管轄権があるにもかかわらず、国際関係上の配

慮に基づき相手国に一定の敬意を払って、自国の管轄

権の行使を抑制するという（特に英米において伝統的

な）考え方である。

競争法の域外適用によって生じる管轄権の重複な

いし抵触の問題については、競争法の執行面での国際

在外会社に対する送達手続等については 年版 頁参照。

感熱紙カルテル事件（ 年）、 年 月の連邦最高裁判所の判決、ビタミン剤カルテル訴訟（ 年）等での日本政府の意見書については、

年版 、 頁を参照。

国際礼譲の原則自体は、個別の条約、又は条約上の共助枠組みにおいてそれが採用されれば別であるが、積極的礼譲も消極的礼譲も国際法上の義

務ではなく各国の政策問題であり、二国間で特に合意されていない限り、国際礼譲を払わないことがあっても、道義上や政治上の非難を受けること

はあっても法的な責任は生じない。

例えば、多国間の取り決めとして、通報・協議手続制度の活用が明記された「国際通商に影響を及ぼす反競争的慣行についての加盟国間の協力に

関する 理事会勧告」（ 年、 年、 年改訂）がある。

「ハードコアカルテルに対する効果的な措置に関する 理事会勧告」（ 年 月採択）

協力と同時に、競争法そのもののハーモナイゼーショ

ンを図ることが問題解決にあたって重要である。

（２）競争法の執行面での国際協力

競争法の執行面での国際協力については、 年代

から多国間又は二国間で、通報・情報提供等の協力に

関する取決めがなされてきた 。その他、競争法の執行

に関する国際協力の合意としては、ハードコアカルテ

ルを禁止する各国の法律の収斂を進めることとあわせ

て、執行における国際協力と礼譲を定めた 理事

会勧告 や、国際的な企業結合の審査における当局間
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に直接かつ実質的な効果をもたらす場合等に限り、行

うことが可能であると考えられる。しかし、国外で行

われた行為が、国内市場の競争に直接的かつ実質的な

効果をもたらさない場合（例えば、輸入国側で行われ

ている輸入カルテルによって、輸出国側の「輸出者の

利益」が害されている場合）にも、競争法の域外適用

を行うことは、国際的に許容される範囲を超え得るも

のであることに留意すべきである。このような場合で

は、輸出国側の「輸出者の利益」を云々する以前に、

当該行為によって、輸入国側の国内市場の競争が損な

われていると考えられるので、当該輸入国の競争法の

問題と考えることが適当である。

米国は、 年に米国議会が （外国取引反ト

ラ ス ト 改 善 法 ） （

）という域外適用（立法管轄権）に

関する法律を制定したものの、米国の輸出者の利益を

害する国外の反競争的行為であっても、米国の消費者

に直接影響を与えないかぎり、反トラスト法の執行を

行わない方針を一旦は示したが、 年に方針転換し、

自国の輸出を制限する領域外での行為について「効果

理論」の解釈を拡大し、領域内市場に実質的効果を及

ぼすかどうかにかかわらず、「領域内の輸出者に悪影

響を与えている」として、競争法（反トラスト法）の

適用を行う方針を発表し、その後も維持している。こ

れらの点について、経済がグローバル化するとともに、

部品の製造拠点、最終製品の組み立て工場、最終製品

の販売拠点が世界中へと広がっており、また、汎用製

品を中心に各地域の価格の連動性はますます高まって

いるという事情をふまえ、米国において、ポタシュ国

際カルテル訴訟における第 巡回区控訴審大法廷判決

年 、 国際カルテル訴訟における各判決

等、裁判例を中心に効果理論の注目すべき展開がみら

れる。このように、自国の輸出を実質的に制限する国

外での行為に対して、自国の輸出者に効果を与えてい

るとして、自国の競争法を域外適用していく米国の方

針は、国際的にコンセンサスのある「効果理論」の考

え方の枠を超え、他の国には例がないものである。

こうした状況の中、厳密な意味での域外適用の事案

にあたるかどうかはともかく、実務上も、我が国の公

米国における域外適用をめぐる経緯は 年版 ページ参照。

詳細については 年版 頁参照。

例として、エヌエックスピー・セミコンダクターズ・エヌブイとフリースケール・セミコンダクターズ・リミテッドの統合 平成 年 、ジンマー

とバイオメットの統合 平成 年 、 とサイマーの統合 平成 年 等。

例えば、公取委による 年 月 日付ワン・ブルー・エルエルシーに対する独占禁止法違反事件の処理についての公表、 年 月 日付

アマゾン・サービシズ・インターナショナル・インクからの電子書籍関連契約に関する報告についての公表等。

取委が、独占禁止法違反の事件として、外国事業者に

対して排除措置命令等を行った事例は、多数存在して

いる（具体的な事例については 年版 ページ

参照）。また、後述するとおり、公取委が外国企業同

士の （いわゆるオフショアの案件）について企業

結合審査を行う事例は頻繁にみられるところであり、

そのうち、外国企業が、問題解消措置として具体的な

措置をとることを前提として認可をする事例 もある。

また、不公正な取引方法等の単独行為についても、海

外当局における同種の調査に歩調を合わせた事件処理

を行い、公取委として外国企業への命令を出し得るこ

とを前提にした調査を行う場合も出てきている。

（２）「執行管轄権」の限界による実

質的な域外適用の制約

上記にあるように、「効果理論」に基づく競争法の

域外適用に関する国際的なコンセンサスはできつつあ

るものの、競争当局者が競争法を外国に所在する事業

者（外国事業者）に対して直接的に執行することが、

国際的に許容されているわけでない点に留意すべきで

ある。国家管轄権の中に、「法の定立（とその適用）」

の側面を有する「立法管轄権」と「国境を越えた公権

力の行使」の側面を有する「執行管轄権」とは別であ

る。上記で述べてきた効果理論の考え方は立法管轄権

の根拠であって、外国事業者に対して執行管轄権を行

使できるか否かとは別の問題である。

「他国の領域内において、その国の政府の同意を得

ずに公権力の行使にあたる行為を行ってはならない。」

という一般国際法上の基本原則に基づき、 国が 国

内の企業を対象として 国の法律を適用する際に、当

該企業に対する排除措置、罰金徴収等の強制措置を

国政府の同意を得ずに 国内で実施することはもとよ

り国際法違反であるし、そのような強制措置に関する

手続の一環として 国内の当該企業に対してのコンタ

クトを行うことも、上記基本原則に違反する「公権力

の行使」にあたるおそれがある。

特に近年、競争法の執行にあたり、外国事業者やそ

の担当者にファックスやメールを突然送信し、それに
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（３）競争法のハーモナイゼーション

・ 等の多国間協議の場を通じて競争法のコ

ンバージェンスの検討を進めるとともに、未だ競争政

策の確立していない国々に対し、立法援助を通じ適切

な競争法の導入を図ることも、競争法のハーモナイゼ

ーションの観点から有益であろう。これらは、不適切

な競争法の設計や運用を抑止することにもつながり得

るものであり、その意味でも重要である。

では、 年 月より貿易と競争政策の相互作

用に関する作業部会において、貿易措置が競争に与え

る影響等について検討が進められた。第 回閣僚会合

（ 年 月）では、競争政策に関するルール策定

について、第 回閣僚会合以降交渉を開始できるよう

に準備作業を開始することが合意され、以後、透明性

や無差別性といった主要原則、ハードコアカルテルに

関する条項、任意での協力のためのモダリティ、開発

途上国における競争制度の漸進的強化等に焦点を絞っ

た作業が行われていた。しかし、第 回閣僚会合（

年 月）では、 で新たな分野を扱うことに対する

開発途上国の反発などによって交渉開始には至らず、

その後、貿易円滑化、投資、競争、政府調達透明性の

つを新分野としてＷＴＯ体制に取り組むかが検討さ

れた（シンガポール・イシュー ）が、貿易円滑化を除

いた競争を含むその他の 分野については今次ラウン

ドでは、交渉開始に向けた作業は行わないこととされ

た。

他方で、競争当局間の協調は進んでおり、 年に

は、米・ を中心として先進国等 数か国の競争当

局により、競争法及び政策の国際的な協調、協力を目

指した国際競争ネットワーク（

「 」）が発足した。これは公

的な機関ではなくあくまで任意に参加した当局による

ボランタリーな組織で、ここでコンセンサスに到達し

た場合にもそれを履行するかどうかは各当局の自主性

に委ねられるが、複数の競争法の管轄が及ぶ事項に対

する執行の機会が増大する中で、手続面及び実体面の

問題解決に取り組み、広く関係者の意見交換の場とな

っている。 年 月現在で、 か国・地域から

の競争当局が参加している。

他方、我が国の独占禁止法においても課徴金算定率、

課徴金減免制度（リニエンシー）の導入、審判制度の

廃止等、国際的ハーモナイゼーションに配慮した改正

事項が見られる 。

競争上の問題を公正取引委員会と事業者との間の

合意により自主的に解決する制度（確約手続）の導入

を内容とする独占禁止法の一部改正を含む「環太平洋

パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に

関する法律」が 年 月に成立し、環太平洋パー

トナーシップ協定（ ）の発効に伴い施行された。今

後も競争法の国際的ハーモナイゼーションに配慮した

制度改正の進展が期待される。

３．競争法の恣意的・差別的な適用

競争法はアメリカで 年に導入されて以降、

限られた国々にしか導入されていなかったが、自由

主義市場経済の世界的な広がりの中で、特に 年

以降、多くの途上国でも導入されるようになった。

現在では既に を超える国及び地域で競争法が導

入されており、 年以降のアジア地域を見ても、

インドネシア（ 年施行）、インド（ 年施

行）、パプアニューギニア（ 年施行）、ラオス

（ 年施行）、ベトナム（ 年施行）、シンガ

ポール（ 年以降順次施行、 年完全施行）、

中華人民共和国（ 年施行）、マレーシア（

年版 頁参照

詳細は、 年版 、 頁参照。

年施行）、フィリピン（ 年施行）、香港（

年施行）等、多くの国々が導入を進めている。

途上国が競争法の導入を進める背景には、市場経

済体制の導入で成功した国々が多く出たことがあ

ると思われる。これらの国々の成功から、企業・産

業の競争力を強化していく上で市場競争が有効で

あるとの認識が広がったと考えられる。また、途上

国が競争法を導入することへの国際社会の期待が

高まっていることも一因といえる。

他方、競争政策の名の下に公平な審査を志向しな

がらも、実際の適用の際には国内産業保護を目的と

第 部 協定と主要ケース

の調整・協力等を定めた 理事会勧告 がある。さ

らに、 年 月には「競争法の審査及び手続きに関

する国際協力にかかる 理事会勧告」が採択され

た。この勧告は、競争当局間における情報の自由な交

換を促進し、また、各国の制裁金等減免制度（リニエ

ンシー・アムネスティ制度）間の整合を図るよう加盟

国に促すことにより、加盟国の競争当局間の協調を一

層進めるものである。今後、本理事会勧告は加盟国の

競争当局同士の協調のあり方や二国間協定の制定や改

定に影響を与えるものと考えられる 。

また、二国間の協力協定も、米、 を中心に既に

以上の協定が締結され 、国際的な広がりを有する反

競争的行為に対し、関係国が、競争法の域外適用によ

って生じ得る衝突を回避しつつ、協力して対処するた

めの枠組みが合意されている。

世界的な国際協調の進展を背景に、我が国でも、ま

ず 年 月に、米国との間で「反競争的行為に係

る協力に関する協定」が締結された。この協定の発効

により、国際的な広がりを有する反競争的行為に対す

る我が国競争法の執行の強化、日米競争当局間の協力

関係の発展、米国の反トラスト法の域外適用を巡る問

題への対処等が実現した。 との間では 年 月

に、カナダとの間でも、 年 月に、日米協定と

ほぼ同様の協定が発効している。またカナダとの協定

の実施細則として、後述の豪州当局との取決めと同様

に、当局間の執行活動の情報伝達に関する協力取決め

を 年 月に締結したほか、 との間でも、同様

の情報交換を可能とすることを目指した協定の改正交

渉を 年 月に開始した。

経済連携協定の枠組みにおいても、競争政策分野の

協力に向けた取組が行われている。具体的には、

年 月に発効した「日・シンガポール新時代経済連携

協定」をはじめ、日・メキシコ（ 年 月発効）、

日・マレーシア（ 年 月発効）、日・チリ（

年 月発効）、日・タイ（ 年 月発効）、日・

インドネシア（ 年 月発効）、日・フィリピン

（ 年 月発効）、日・スイス（ 年 月発効）、

日・ベトナム（ 年 月発効）、日・インド（

「合併審査に係る 年 理事会勧告」（ 年 月採択）

例えば、 年 月に発効した欧・スイス間の協力協定 では、いわば本理事会勧告を先取る形で競争当局間での機密情報の扱いが定められて

いる。

米・独間（ 年）、米・豪間（ 年、 年追加）、米・加間（ 年、 年改正、 年追加）、独・仏間（ 年）、米・ 間（

年、 年追加）、豪・ 間（ 年、 年改正）、米・イスラエル間（ 年）、 ・加間（ 年）、米・ブラジル間（ 年）、米・墨

間（ 年）、加・豪・ （ 年）、加・墨（ 年）

具体的な情報交換の事例については、 年版 頁注 参照

年 月発効）、日・ペルー（ 年 月発効）、日・

豪（ 年 月発効）、日・モンゴル（ 年 月発

効）の経済連携協定がそれぞれ締結されたが、これら

にも、協力のレベルに違いはあるものの、競争政策に

関する締約国間の協力規定が盛り込まれている。この

うち、日・豪間の経済連携協定の実施細則として、両

国の競争当局は、 年 月、「日本国公正取引委員

会とオーストラリア競争・消費者委員会との間の協力

に関する取決め」を締結したが、本取決めでは、反競

争的行為に対する取組協力として通報や執行調整等を

定めることに加え、執行における情報交換として、一

方の競争当局が審査過程において違反被疑事業者等か

ら入手した情報を（実行可能な場合で、かつ、自国の

法令によって許容される限りにおいて）他方の競争当

局に対して提供することを適切に考慮する（第 条）

旨が定められる等、従来我が国が締結している独占禁

止協定及び経済連携協定等協力枠組と比して、より一

層競争当局間の協力や連携を進めるものとなっている。

また、我が国と他国の競争当局との間で、必要に応じ

情報交換を行うなどの国際協力を行っている 。同様

に、相互に情報交換を行うことを内容とする取決めは、

ベトナム競争庁、モンゴル公正競争・消費者保護庁及

びカナダ競争局とも締結している。

さらに、公正取引委員会は、競争当局間の協力に関

する覚書等を、 年 月にフィリピン、 年 月

にブラジル、 月に韓国、 年 月に中国国家発展

改革委員会、 年 月に中国商務部、月にケニア、

年 月にシンガポールとの間でそれぞれ締結して

いる。

反競争的行為が刑事罰の対象となる場合には、自国

の刑事手続に使用する証拠を入手するため、他国に協

力を求める共助条約（ ）等の国際捜査共助手続を

利用する動きが進んできている。競争法の協力協定は

行政目的の達成に必要な情報提供が行われるのに対し、

国際捜査共助は刑事事件の証拠の提供が行われるもの

である。

412



補論１ 国際的経済活動と競争法

（３）競争法のハーモナイゼーション

・ 等の多国間協議の場を通じて競争法のコ

ンバージェンスの検討を進めるとともに、未だ競争政

策の確立していない国々に対し、立法援助を通じ適切

な競争法の導入を図ることも、競争法のハーモナイゼ

ーションの観点から有益であろう。これらは、不適切

な競争法の設計や運用を抑止することにもつながり得

るものであり、その意味でも重要である。

では、 年 月より貿易と競争政策の相互作

用に関する作業部会において、貿易措置が競争に与え

る影響等について検討が進められた。第 回閣僚会合

（ 年 月）では、競争政策に関するルール策定

について、第 回閣僚会合以降交渉を開始できるよう

に準備作業を開始することが合意され、以後、透明性

や無差別性といった主要原則、ハードコアカルテルに

関する条項、任意での協力のためのモダリティ、開発

途上国における競争制度の漸進的強化等に焦点を絞っ

た作業が行われていた。しかし、第 回閣僚会合（

年 月）では、 で新たな分野を扱うことに対する

開発途上国の反発などによって交渉開始には至らず、

その後、貿易円滑化、投資、競争、政府調達透明性の

つを新分野としてＷＴＯ体制に取り組むかが検討さ

れた（シンガポール・イシュー ）が、貿易円滑化を除

いた競争を含むその他の 分野については今次ラウン

ドでは、交渉開始に向けた作業は行わないこととされ

た。

他方で、競争当局間の協調は進んでおり、 年に

は、米・ を中心として先進国等 数か国の競争当

局により、競争法及び政策の国際的な協調、協力を目

指した国際競争ネットワーク（

「 」）が発足した。これは公

的な機関ではなくあくまで任意に参加した当局による

ボランタリーな組織で、ここでコンセンサスに到達し

た場合にもそれを履行するかどうかは各当局の自主性

に委ねられるが、複数の競争法の管轄が及ぶ事項に対

する執行の機会が増大する中で、手続面及び実体面の

問題解決に取り組み、広く関係者の意見交換の場とな

っている。 年 月現在で、 か国・地域から

の競争当局が参加している。

他方、我が国の独占禁止法においても課徴金算定率、

課徴金減免制度（リニエンシー）の導入、審判制度の

廃止等、国際的ハーモナイゼーションに配慮した改正

事項が見られる 。

競争上の問題を公正取引委員会と事業者との間の

合意により自主的に解決する制度（確約手続）の導入

を内容とする独占禁止法の一部改正を含む「環太平洋

パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に

関する法律」が 年 月に成立し、環太平洋パー

トナーシップ協定（ ）の発効に伴い施行された。今

後も競争法の国際的ハーモナイゼーションに配慮した

制度改正の進展が期待される。

３．競争法の恣意的・差別的な適用

競争法はアメリカで 年に導入されて以降、

限られた国々にしか導入されていなかったが、自由

主義市場経済の世界的な広がりの中で、特に 年

以降、多くの途上国でも導入されるようになった。

現在では既に を超える国及び地域で競争法が導

入されており、 年以降のアジア地域を見ても、

インドネシア（ 年施行）、インド（ 年施

行）、パプアニューギニア（ 年施行）、ラオス

（ 年施行）、ベトナム（ 年施行）、シンガ

ポール（ 年以降順次施行、 年完全施行）、

中華人民共和国（ 年施行）、マレーシア（

年版 頁参照

詳細は、 年版 、 頁参照。

年施行）、フィリピン（ 年施行）、香港（

年施行）等、多くの国々が導入を進めている。

途上国が競争法の導入を進める背景には、市場経

済体制の導入で成功した国々が多く出たことがあ

ると思われる。これらの国々の成功から、企業・産

業の競争力を強化していく上で市場競争が有効で

あるとの認識が広がったと考えられる。また、途上

国が競争法を導入することへの国際社会の期待が

高まっていることも一因といえる。

他方、競争政策の名の下に公平な審査を志向しな

がらも、実際の適用の際には国内産業保護を目的と

第 部 協定と主要ケース

の調整・協力等を定めた 理事会勧告 がある。さ

らに、 年 月には「競争法の審査及び手続きに関

する国際協力にかかる 理事会勧告」が採択され

た。この勧告は、競争当局間における情報の自由な交

換を促進し、また、各国の制裁金等減免制度（リニエ

ンシー・アムネスティ制度）間の整合を図るよう加盟

国に促すことにより、加盟国の競争当局間の協調を一

層進めるものである。今後、本理事会勧告は加盟国の

競争当局同士の協調のあり方や二国間協定の制定や改

定に影響を与えるものと考えられる 。

また、二国間の協力協定も、米、 を中心に既に

以上の協定が締結され 、国際的な広がりを有する反

競争的行為に対し、関係国が、競争法の域外適用によ

って生じ得る衝突を回避しつつ、協力して対処するた

めの枠組みが合意されている。

世界的な国際協調の進展を背景に、我が国でも、ま

ず 年 月に、米国との間で「反競争的行為に係

る協力に関する協定」が締結された。この協定の発効

により、国際的な広がりを有する反競争的行為に対す

る我が国競争法の執行の強化、日米競争当局間の協力

関係の発展、米国の反トラスト法の域外適用を巡る問

題への対処等が実現した。 との間では 年 月

に、カナダとの間でも、 年 月に、日米協定と

ほぼ同様の協定が発効している。またカナダとの協定

の実施細則として、後述の豪州当局との取決めと同様

に、当局間の執行活動の情報伝達に関する協力取決め

を 年 月に締結したほか、 との間でも、同様

の情報交換を可能とすることを目指した協定の改正交

渉を 年 月に開始した。

経済連携協定の枠組みにおいても、競争政策分野の

協力に向けた取組が行われている。具体的には、

年 月に発効した「日・シンガポール新時代経済連携

協定」をはじめ、日・メキシコ（ 年 月発効）、

日・マレーシア（ 年 月発効）、日・チリ（

年 月発効）、日・タイ（ 年 月発効）、日・

インドネシア（ 年 月発効）、日・フィリピン

（ 年 月発効）、日・スイス（ 年 月発効）、

日・ベトナム（ 年 月発効）、日・インド（

「合併審査に係る 年 理事会勧告」（ 年 月採択）

例えば、 年 月に発効した欧・スイス間の協力協定 では、いわば本理事会勧告を先取る形で競争当局間での機密情報の扱いが定められて

いる。

米・独間（ 年）、米・豪間（ 年、 年追加）、米・加間（ 年、 年改正、 年追加）、独・仏間（ 年）、米・ 間（

年、 年追加）、豪・ 間（ 年、 年改正）、米・イスラエル間（ 年）、 ・加間（ 年）、米・ブラジル間（ 年）、米・墨

間（ 年）、加・豪・ （ 年）、加・墨（ 年）

具体的な情報交換の事例については、 年版 頁注 参照

年 月発効）、日・ペルー（ 年 月発効）、日・

豪（ 年 月発効）、日・モンゴル（ 年 月発

効）の経済連携協定がそれぞれ締結されたが、これら

にも、協力のレベルに違いはあるものの、競争政策に

関する締約国間の協力規定が盛り込まれている。この

うち、日・豪間の経済連携協定の実施細則として、両

国の競争当局は、 年 月、「日本国公正取引委員

会とオーストラリア競争・消費者委員会との間の協力

に関する取決め」を締結したが、本取決めでは、反競

争的行為に対する取組協力として通報や執行調整等を

定めることに加え、執行における情報交換として、一

方の競争当局が審査過程において違反被疑事業者等か

ら入手した情報を（実行可能な場合で、かつ、自国の

法令によって許容される限りにおいて）他方の競争当

局に対して提供することを適切に考慮する（第 条）

旨が定められる等、従来我が国が締結している独占禁

止協定及び経済連携協定等協力枠組と比して、より一

層競争当局間の協力や連携を進めるものとなっている。

また、我が国と他国の競争当局との間で、必要に応じ

情報交換を行うなどの国際協力を行っている 。同様

に、相互に情報交換を行うことを内容とする取決めは、

ベトナム競争庁、モンゴル公正競争・消費者保護庁及

びカナダ競争局とも締結している。

さらに、公正取引委員会は、競争当局間の協力に関

する覚書等を、 年 月にフィリピン、 年 月

にブラジル、 月に韓国、 年 月に中国国家発展

改革委員会、 年 月に中国商務部、月にケニア、

年 月にシンガポールとの間でそれぞれ締結して

いる。

反競争的行為が刑事罰の対象となる場合には、自国

の刑事手続に使用する証拠を入手するため、他国に協

力を求める共助条約（ ）等の国際捜査共助手続を

利用する動きが進んできている。競争法の協力協定は

行政目的の達成に必要な情報提供が行われるのに対し、

国際捜査共助は刑事事件の証拠の提供が行われるもの

である。

413

　　　　　　　　　補論
１
国
際
的
経
済
活
動
と
競
争
法

　　　第
Ⅱ
部



補論１ 国際的経済活動と競争法 

415 

の審査員の不足、企業側の協力姿勢の欠如、複雑な競

争法上の問題の分析が必要となる場合などは、これを

WTO 協定や投資保護協定の問題と整理することは適切

でないと思われる。一方で、企業結合審査を行ってい

る国に所在する企業を買収するような案件において、

合理的な理由なく企業結合審査の開始の遅れや長期化

がみられる場合には、これを外国企業の市場参入・投

資を阻害する措置であると論ずる余地がある。 

実務的に問題となり得る遅延の態様として、たとえ

ば、①M&A の最終契約を締結するまでは審査のための

届出の受理を行わない実務20、②正式受理に先立ち競

争当局との間での長期にわたるやりとりが前提とされ

ている実務21、③政治的問題がある場合に届出を受理

しない・審査を遅延する実務、④国際的標準に照らし

て長期の審査期限が設けられており22、合理的理由な

く審査が長期間に及ぶ実務等が考えられる。合理的理

由なき企業結合審査の遅延に関しては、当該M&Aが、

GATSにおいて当該国がマーケット・アクセスを保障し

ている分野に関係する場合には、GATSの自由化約束に

違反するのではないかを検討する余地がある。また、

企業結合審査を遅延している国との間で投資自由化の

側面を有するいわゆる自由化型の投資保護協定が締結

されている場合には23、自由化義務に反しないか検討

する余地がある。ただし、いずれの場合も、遅延が生

じるのみで禁止されなかった場合にも、自由化約束に

反するといえるかはさらに精査が必要である。 

（参考）国家安全保障の観点からの外

資規制 

企業結合審査を行っている国に所在する企業を買

収するような案件において、スケジュールの遅延要因

は、競争法に基づく企業結合審査に限られない。近年、

特に存在感を増している、国家安全保障上の観点から

の外資規制も、スケジュールに大きく影響を及ぼしう

                                 
20 中国においては、現状、原則として、最終契約を締結するまでは届出を提出できない取扱いとなっている。 
21 EUにおいては、申請者が当局へ届出を行うに当たり、原則としてForm COと呼ばれる様式を用いるところ、届出の正式な受理に先立ち、届出書の

記載事項に不備がないか確認するため申請者と当局との間で下書きのやり取りが要請されている（Best Practices on the conduct of EC merger 

control proceedingsパラグラフ5-7〔2004年1月20日〕）。このやり取りを経ることで正式な受理までに数か月程度の期間を要するとされる。ま

たこのやりとりの長短で、正式届出日が先後することがあり、結果的にこの差が、その後の企業結合審査の帰趨に決定的な意味を持つ場合がある

（SeagateによるSamSungHDD事業買収とWestern Digitalによる旧日立系HDD事業買収に関する事例を参照）。 
22 我が国の企業結合審査において審査期間の上限は、届出受理から 120 日間又は全ての報告等を受理した日から 90 日間のいずれか遅い方となって

いるところ、規定上は、ブラジルでは届出受理から 330 日間、ロシアでは同じく 270 日間,インドでは 210 日間となっており、長期の審査期限が設

けられている。ただし、実際には問題の少ない案件についてはより短い期間で認可されている。 
23 例えば、日―クウェート投資協定、日―コロンビア投資協定等。 
24 CFIUSについては、本報告書61頁参照。また、同様の外国投資に関する規制は、従前より、豪州、カナダ、南アフリカ等の資源国で従前より導入

されているが、豪州などでは、実際の取引においても、積極的に運用されている。 

る。例えば、米国でのエクソン・フロリオ条項（大統

領に対して、米国の安全保障を害するおそれのある取

引を停止または禁止するために適切な措置を適切な時

期にとる権限を与える条項）に基づく対米外国投資委

員会（CFIUS）による対内資本買収の審査24の動向につ

いて、昨今、注目が集まっている。同様の動きは、他

国でも広まっており、例えば英国でも、CFIUS に類似

した外資規制の強化が議論されている。 

このような国家安全保障を理由とした外資規制は、

判断基準が必ずしも明確ではなく、審査の経過が不透

明なものとなったり、特定の国を差別的に扱うという

可能性を有する。国際的な企業結合において、円滑な

取引を不合理に制約する要因とならないように、その

動向を注視していく必要がある。 

第 部 協定と主要ケース

した判断がなされているのではないかとの懸念を

生じさせている国もみられる。個々のケースについ

て批判が適切か否かについては慎重な検討を要す

るが、とりわけ、新興国における企業結合審査や、

知的財産権のライセンス契約に対する介入につい

ては、競争法的な観点に基づくものと説明されてい

るが、実際には国内企業と競合する海外事業者の競

争力強化の阻止等、国内産業保護を目的としてなさ

れているのではないかとの懸念がある。

各国の競争法は、その国特有の経済構造・市場慣

行等を前提として制度設計され運用されるもので

あり、国毎に違うことそれ自体をもって不公正であ

ると非難することは当報告書のアプローチではな

い。しかし、ルール志向の観点からは、競争政策の

名を借りて、 協定その他国際ルールに違反して

自国産業を保護する措置が取られていないか、を注

視する必要がある。

競争法に適用される国際ルールは国家管轄権の

限界にとどまらず、モノ・サービスの輸出入、更に

は投資に影響を及ぼす可能性のある規制法令の一

つとして、 協定、経済連携協定及び投資保護協

定が国内政策一般に対して規定する規律に服する。

競争法に適用されうる規律としては、内外無差別を

規定する内国民待遇義務、特定国の優遇を禁止する

最恵国待遇義務のほか、公正衡平待遇義務、国内政

策措置の透明性を求める 条などがありうる。

４．企業結合審査の設計・運用上の問題

（１）問題の所在

各国の競争当局は、競争法の枠組みの中、合併や株

式取得のような各種 が当該国の競争政策上問題を

もたらさないかを審査し、問題があると判断した場合

には事業の譲渡や一定の価格での供給等を義務づける

問題解消措置を命じ、あるいは、問題となる を禁

止することがある。このように、一般に各種 が競

争政策の観点から望ましいかを審査するため競争法に

基づき、企業結合審査を行っている。企業結合審査を

含む各国の競争法は、その国特有の経済構造・市場慣

行等を前提として制度設計・運用されるものであり、

ルール整合性の観点から、国ごとに制度・運用が異な

ること自体をもって「不公正である」とはいえないこ

とは当然である。各国競争当局が採用する企業結合審

査の設計やその運用は、多くの場合は競争法・政策と

して適切かという問題として解消されるものと思われ

る。もっとも、一定の場合には、 協定や投資保護

協定、管轄権の問題となる余地がある 。

企業側にとっては、 プランニングにおいて、企

業結合審査スケジュールが非常に重要な問題となる。

輸出企業や国際的に拠点を有する会社の関係する

においては、諸外国の企業結合審査の事前審査に服す

ることが通例であるが、企業結合審査が迅速に開始さ

詳細は、 年版 、 頁参照。

具体的な問題意識については、 年版 頁も参照。

れない、企業結合審査が必要以上に長期化するといっ

た問題は、 全体のスケジュールを遅延させ、合併

によるシナジー効果を妨げ、費用の増加や株価の下落

をもたらしうる。また、そもそも、ある が自国と

の関連性が希薄であるにもかかわらず、これを自国の

企業結合審査の対象とし、さらには、これに問題解消

措置を付したり、禁止したりする場合には、管轄権の

過剰な行使となるのではないかという問題もある。届

出に服させることだけで、競争法の過度な域外適用と

いえるかについてはさらに精査を要するが、最終的に

は が承認されるとしても、企業結合審査の対象と

するだけでも応じる側の企業には相当なコストがかか

る点に留意しなくてはならない 。

多くの新興国においても競争法の整備が進んでい

る近年、外国政府による企業結合審査の設計・運用の

あり方を監視し、必要に応じて、外国政府に対し、設

計や運用の改善を働きかけていくことも視野に入れる

必要がある。そこで、以下、企業結合審査の設計と運

用と 協定や投資保護協定の問題の関係について整

理する。

（２）マーケット・アクセスの阻害

企業結合審査の開始の遅れや長期化の原因が、当局
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の審査員の不足、企業側の協力姿勢の欠如、複雑な競

争法上の問題の分析が必要となる場合などは、これを

WTO 協定や投資保護協定の問題と整理することは適切

でないと思われる。一方で、企業結合審査を行ってい

る国に所在する企業を買収するような案件において、

合理的な理由なく企業結合審査の開始の遅れや長期化

がみられる場合には、これを外国企業の市場参入・投

資を阻害する措置であると論ずる余地がある。 

実務的に問題となり得る遅延の態様として、たとえ

ば、①M&A の最終契約を締結するまでは審査のための

届出の受理を行わない実務20、②正式受理に先立ち競

争当局との間での長期にわたるやりとりが前提とされ

ている実務21、③政治的問題がある場合に届出を受理

しない・審査を遅延する実務、④国際的標準に照らし

て長期の審査期限が設けられており22、合理的理由な

く審査が長期間に及ぶ実務等が考えられる。合理的理

由なき企業結合審査の遅延に関しては、当該M&Aが、

GATSにおいて当該国がマーケット・アクセスを保障し

ている分野に関係する場合には、GATSの自由化約束に

違反するのではないかを検討する余地がある。また、

企業結合審査を遅延している国との間で投資自由化の

側面を有するいわゆる自由化型の投資保護協定が締結

されている場合には23、自由化義務に反しないか検討

する余地がある。ただし、いずれの場合も、遅延が生

じるのみで禁止されなかった場合にも、自由化約束に

反するといえるかはさらに精査が必要である。 

（参考）国家安全保障の観点からの外

資規制 

企業結合審査を行っている国に所在する企業を買

収するような案件において、スケジュールの遅延要因

は、競争法に基づく企業結合審査に限られない。近年、

特に存在感を増している、国家安全保障上の観点から

の外資規制も、スケジュールに大きく影響を及ぼしう

                                 
20 中国においては、現状、原則として、最終契約を締結するまでは届出を提出できない取扱いとなっている。 
21 EUにおいては、申請者が当局へ届出を行うに当たり、原則としてForm COと呼ばれる様式を用いるところ、届出の正式な受理に先立ち、届出書の

記載事項に不備がないか確認するため申請者と当局との間で下書きのやり取りが要請されている（Best Practices on the conduct of EC merger 

control proceedingsパラグラフ5-7〔2004年1月20日〕）。このやり取りを経ることで正式な受理までに数か月程度の期間を要するとされる。ま

たこのやりとりの長短で、正式届出日が先後することがあり、結果的にこの差が、その後の企業結合審査の帰趨に決定的な意味を持つ場合がある

（SeagateによるSamSungHDD事業買収とWestern Digitalによる旧日立系HDD事業買収に関する事例を参照）。 
22 我が国の企業結合審査において審査期間の上限は、届出受理から 120 日間又は全ての報告等を受理した日から 90 日間のいずれか遅い方となって

いるところ、規定上は、ブラジルでは届出受理から 330 日間、ロシアでは同じく 270 日間,インドでは 210 日間となっており、長期の審査期限が設

けられている。ただし、実際には問題の少ない案件についてはより短い期間で認可されている。 
23 例えば、日―クウェート投資協定、日―コロンビア投資協定等。 
24 CFIUSについては、本報告書61頁参照。また、同様の外国投資に関する規制は、従前より、豪州、カナダ、南アフリカ等の資源国で従前より導入

されているが、豪州などでは、実際の取引においても、積極的に運用されている。 

る。例えば、米国でのエクソン・フロリオ条項（大統

領に対して、米国の安全保障を害するおそれのある取

引を停止または禁止するために適切な措置を適切な時

期にとる権限を与える条項）に基づく対米外国投資委

員会（CFIUS）による対内資本買収の審査24の動向につ

いて、昨今、注目が集まっている。同様の動きは、他
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